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 第３ 地域保健医療対策の推進 

 

１ 感染症対策 

 

（１）感染症対策 

 ア 現 状 

○ 保健所は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」   

（以下「感染症法」という）及び、これに基づいて道が策定した「北海道感染症予

防計画」に基づき、市町村、関係機関・団体と連携し、各種の感染症対策を進めて

います。 

○ 感染症法に規定する感染症の患者が発生した時は、保健所は関係機関と連携し、

必要に応じ積極的疫学調査や衛生指導等を実施することにより、拡大防止、流行抑

制等に取り組んでいます。 

○ また、振興局のホームページへの掲載や、管内の関係機関・団体等の協力のもと、

感染症に対する正しい知識の普及啓発に努めるとともに、感染症発生動向調査事業

により保健所に報告される感染症の発生情報について、患者の氏名や住所等のプラ

イバシーに配慮した上で、必要に応じ管内の医療機関、関係機関・団体、住民等に

注意喚起のため提供しています。 

○ 管内は、一類感染症に該当する疾病は発生しておりませんが、新興・再興感染症

など法に規定する感染症（疑似症含む）が発生したときは、迅速に対応できる所内

体制や関係機関との連携体制の構築を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 管内では、一類感染症の入院治療に対応するための第一種感染症指定医療機関は

ありませんが、二類感染症の入院治療に対応するための第二種感染症指定医療機関

として市立稚内病院が指定され、感染症病床を４床保有しています。 

なお、市立稚内病院に結核病床がないため、基本的に結核の入院治療は管外の結

核専門医療機関で対応することになっています。 

 

 

イ 課 題 

 （健康危機管理体制の強化） 

○ 管内には第一種感染症指定医療機関がないため、該当患者発生時の迅速な患者移

送体制の構築と関係機関との円滑な連携の強化が必要です。 

【感染症法に基づく感染症の類型・医療体制】主な対応 特定感染症指定医療機関（国が指定、全国に４か所）結核以外（MERS、鳥インフルエンザ（H5N1、H7N9）等） 状況に応じて入院第二種感染症指定医療機関通院状況に応じて入院一般医療機関（入院時は第二種感染症指定医療機関）新型インフルエンザ等感染症結核二類感染症

医療体制

第二種感染症指定医療機関（結核病床）入院 結核指定医療機関

原則入院新感染症一類感染症（ペスト、エボラ出血熱等）感染症類型 第一種感染症指定医療機関（知事が指定、１か所）

五類感染症（インフルエンザ等） 発生動向の把握・提供 一般医療機関三類感染症（腸管出血性大腸菌感染症等） 特定職業への就業制限四類感染症（E型肝炎、エキノコックス症等） 動物の措置を含む消毒等の対物措置

 

資料２-４ 
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○ 管内には海外から船舶が入港する港があり、船員・乗客等を介し海外から感染症

が侵入し地域に拡散するおそれがあることから、水際対策を行う検疫所や患者発生

時の対応で関係する各種組織や機関との連携を密にする必要があります。 

    ○ 新興・再興感染症に対応した健康危機管理体制の強化が必要です。 

  

（感染症に関する情報収集と還元） 

地域において各種の感染症の発生を予防したり、発生した際の拡大を抑えるために

は、地域の関係機関や地域住民による日頃の予防対策への取組や発生時の迅速・適切

な対応に向けた備えが必要です。そのため、感染症発生予防の取組や発生時の適切な

対応等に関する普及啓発に加え、感染症発生動向調査事業に基づき管内の医療機関か

ら保健所に報告される感染症の発生状況を迅速かつ的確に分析し、必要に応じ地域の

関係機関や住民等に情報提供を行うことが必要です。また、国や道から提供される感

染症情報を地域に効果的に還元していくことも必要です。 

 

  （感染症病床の確保） 

   感染症の拡大により、入院を要する患者数が増大し、入院医療の提供に支障をきた

すと判断される場合には、一般病床等を含め、一定の感染予防策が講じられた病床を

確保することが必要です。 

 

 ウ 施策の方向性と主な施策 

 （健康危機管理体制の強化） 

○ 一類感染症等の患者・感染者が発生した場合を想定し、医療機関や関係機関との

連携体制を確認し合い、より効果的な体制づくりに努めます。 

○ 入港した海外船舶において、一類ならびに二類感染症等の患者が発生した際の対

応について、検疫所や地域の各種関係機関と連携体制の強化を進めます。 

  

（感染症に関する情報収集と還元） 

○ 医療機関が行う、感染症発生動向調査に基づく患者発生届について徹底を図ると

ともに、地域における感染症の流行状況を分析し、関係機関ならびに住民等に迅速

に情報提供を行います。 

   

（感染症病床の確保） 

感染症の拡大により、入院を要する患者数が増大し、入院医療の提供に支障をきた

すと判断される場合には、一般病床等を含め、一定の感染予防策が講じられた病床を

確保するよう努めます。      

 

（２）結核対策 

 ア 現 状 

○ 結核は感染症法の二類感染症に分類される呼吸器系細菌感染症で、感染症発生動

向調査事業により、診察した医師は管轄する保健所に患者発生届を提出することに

なっています。 

○ 令和４年末の管内の結核登録者は 22人（道：713人）で、そのうち新規登録者は

19人（道：281人）、人口 10万人当たりの罹患率にすると 32.2人（道：５、全国：

8.2）となり、管内は、全道や全国と比べると結核患者の発生件数は高い状況に   

あります。技能実習生の受け入れにより、若年層の外国出生結核患者が多発したこ

とが、高い状況となった要因と考えられます。 

○ なお、全国的に結核患者の多くは高齢者であり、かつての結核蔓延時代に感染を

受け、その後、がんや糖尿病などの生活習慣病の発症や加齢等で体力低下を来した

とき発病にいたるのではないか、と言われています。 

○ 過去３年分の結核新規登録患者数の推移は下表のとおりであり、令和４年に発生

した患者のうち、結核菌を排菌していた患者は４人（道：101 人）で、新登録患者
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の 21.1％（道：35.9％）という状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

             ＊ 活動性結核：自覚症状があり医学的検査で発病していると診断された人 

                    複数の抗結核薬を９ヶ月～12 ヶ月程度服用する治療法の対象 

            ＊ 潜在性結核：結核菌は体内に存在するが症状出現まで進行していない状態の人 

                    いわゆる健康保菌者、無症状保菌者にいわれる人で、本格的な発症に 

                    進行しないよう単剤の抗結核薬を６～９ヶ月程度服用する治療法の対象 

 

○ 不規則な服薬等による再発や薬剤耐性菌の出現を防ぐため、保健所、医療機関、

市町村ならびに地域の関係機関が連携し、結核患者に対する直接服薬確認療法（Ｄ

ＯＴＳ）を実施しています。 

○ 結核の治療費については、通院治療ならびに入院治療に関しての公費負担制度が

あり、患者の負担軽減が行われています。この助成を受けるには、結核医療機関の

指定を受けている医療機関での治療を行う必要があります。 

○ 地域の結核対策に関わる関係者の知識や技術の向上のため、結核専門機関等が実

施する講習会等への参加を呼びかけるとともに、保健所から各関係機関に対し、結

核対策に関連した各種情報の提供を行っています。 

〇 管内には二類感染症の結核の入院治療（主に肺結核の入院治療）に対応するため

の第二種感染症指定医療機関はなく、肺結核を発症し入院治療が必要な患者につい

ては、管外の結核専門医療機関で対応しています。 

○ 地域の結核対策に関わる関係者の知識や技術の向上のため、結核専門機関等が実

施する講習会等への参加を呼びかけるとともに、保健所から各関係機関に対し、結

核対策に関連した各種情報の提供を行っています。 

  

 イ 課 題 

 （結核医療体制） 

○ 管内には、結核病床を有する結核専門医療機関がないため、入院治療が必要な患

者が発生した場合、管外の遠距離に位置する結核専門医療機関に入院することにな

ります。ただし、そのような患者は多量に結核菌を周囲に排出しているおそれがあ

ることから、公共交通機関の利用は制限されます。その結果、患者家族による結核

専門医療機関までの移動手段が確保できないことも予想され、その際の患者の移送

手段の確保が必要になります。 

  

（結核の治療体制の確立） 

○ 服薬治療の効果を高め、結核の再発（再燃）を予防するため、患者の服薬自己管

理能力等も考慮しながら、保健所、市町村、医療機関等の関係機関が連携し、直接

服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を基本とした服薬支援を進めることが必要です。 

○ また、結核の服薬期間は長期間に及ぶため、患者は在宅療養の中でさまざまな不

安や悩みを抱えます。そのような不安や悩みに対して相談できる窓口や支援者の配

置が必要です。 

  

（人材育成と連携体制の強化） 

○ 結核専門機関等が開催する講習会や研修会を受講し、結核対策に従事する関係者

の知識と技術の向上を図る必要があります。 

 

 【表　結核新規登録患者数の推移】 （宗谷管内）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

日本人 3 3 2
外国人 0 0 3
日本人 4 3 7
外国人 0 0 7

活動性結核

潜在性結核
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 ウ 施策の方向と主な施策 

 （結核医療体制） 

○ 入院治療が必要な結核患者で移動手段が確保できない場合は、基本的に保健所に

よる移送体制を組むとともに、患者家族にとってより利便性のある方法について関

係機関と調整を図ります。 

  

（結核の治療体制の確立） 

○ 服薬治療の効果を高め、結核の再発（再燃）を予防するため、保健所、市町村、

医療機関等の関係機関が連携し、直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を基本とした服薬

支援体制を強化します。   

○ また、長期間に及ぶ服薬治療中の患者のさまざまな不安や悩みに対して、保健所

や地域の関係機関が連携して対応することで、患者が安心して療養生活を継続でき

るよう努めます。 

  

（人材育成と連携体制の強化） 

○ 地域の結核対策に従事する関係者に対し、結核対策に関わる講習会や研修会等の

受講を促し、地域の関係者の知識と技術の向上を図ります。 

○ 管内には結核専門医療機関がないため、管外の結核専門医療機関と地元医療機関

との結核治療に関する医療連携が円滑に進むよう、保健所は必要に応じ、患者の入

院や退院の際の結核専門医療機関と地元医療機関の調整面において支援を行いま

す。 

   

（３）エイズ対策 

 ア 現 状 

○ 令和３年のＨＩＶ感染者及びエイズ患者の報告数は、全国で 1,057件、本道で 27

件です。また、本道の報告数のうち 20歳代と 30歳代の占める割合は 58.6％、同性

間性的接触者（主に男性）の占める割合は 58.8％で、全国と同様に若い世代で、男

性の感染が多い傾向が見られます。 

○ 一方、管内の医療機関から報告されるＨＩＶ感染者及びエイズ患者の届出件数は、

これまで同様に毎年０人ですが、全国的な報告件数の増加を見ると、管内でも感染

者及びエイズ患者が存在し、ＨＩＶ感染ならびにエイズ発症に対するさまざまな心

配や不安等を抱えながら、毎日の生活を送っている可能性があります。 

○ 住民に対してエイズの予防などに関する正確な知識の普及啓発を図るため、振興

局のホームページの活用や、国等から配付された普及啓発リーフレットなどを市町

村等を介して配布しているほか、保健所による高校や大学でのパネル展や性感染症

予防教育などを実施しています。 

○ 管内でも、保健所において原則無料で匿名によるＨＩＶ検査を実施していますが、

年間の検査件数は数件ほどで、都市部に比べると少ない状況です。 

 

      稚内保健所における検査数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

ＨＩＶ検査 １ ４ ４ 

 

○ 道内では、ＨＩＶ感染者及びエイズ患者が安心して治療を受けることができる医

療機関として、地方ブロック拠点病院、中核拠点病院及びエイズ治療拠点病院の計

19施設を指定していますが、こうした医療機関は管内にはありません。 

 

 イ 課 題 

 （正しい知識の普及啓発） 

○ ＨＩＶ感染者やエイズ患者に対する偏見や差別の解消を図るとともに、感染予防
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のために、感染の割合が高い年代を始め、中学生・高校生・大学生などを対象とし

たＨＩＶ・エイズに対する正しい知識の普及啓発が一層必要です。 

  

（相談・検査体制の充実） 

○ ＨＩＶ感染を早期に発見し、ＨＩＶ治療に効果的に結びつけるためには、まず、

感染者自身がその事実を早期に認識する必要があります。そのためには、感染の可

能性がある行為を行った人が、その後約３ヶ月程度経過した時点で、検査を速やか

に受ける必要があり、保健所における相談や検査体制の充実について、一層の普及

啓発が必要です。 

 

 ウ 施策の方向と主な施策 

 （正しい知識の普及啓発） 

○ 振興局のホームページの内容の充実を図るとともに、関係機関・団体と連携しな

がら、広く住民に対し、ＨＩＶ・エイズに関する正しい知識の普及啓発を行います。 

○ 感染の割合が高い年代を始め、中学生・高校生・大学生などに対して感染予防の

正しい知識の普及啓発に一層努めます。 

   

 （相談・検査体制の充実） 

○ 道立保健所では、ＨＩＶ患者が自身のＨＩＶ感染を早期に認識し、健康管理と定

期的な経過観察を行うことでエイズ発症を遅らせることができるよう、感染行為と

ＨＩＶ検査についての効果的な情報発信方法を検討するとともに、保健所で行って

いるＨＩＶに関する相談（専用電話など）窓口やＨＩＶ検査について、関係機関の

協力の下、あらゆる方法を活用して地域住民へ一層情報提供を行っていきます。 

 

（４）ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策 

 ア 現 状 

○ 肝炎ウイルス検査については、多くの市町村で実施しており、保健所においても

平成 13年から実施するとともに、平成 19年８月から検査手数料を無料化し、検査

の受検を促進しています。また、慢性肝炎から肝硬変、肝がんへの進行を防止する

ことを目的に、Ｂ型及びＣ型肝炎ウイルス性肝炎の精密検査や治療にかかる費用の

一部を助成するとともに、ウイルス性肝炎に関する保健所での相談体制を整備して

います。 

○ なお、保健所で実施しているＢ型及びＣ型肝炎ウイルス検査の実施状況は、令和

５年度はＢ型肝炎の抗原検査６件、Ｃ型肝炎の抗体検査６件で、非常に少ない状況

が続いています。 

 

          稚内保健所における検査数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

Ｂ型肝炎 ０ １ ６ 

Ｃ型肝炎 ０ １ ６ 

 

 イ 課 題 

○ ウイルス性肝炎については、これまでウイルス検査や治療費助成などの対策を講

じてきましたが、感染に気づいていない感染者も多数存在すると考えられるため、

引き続き肝炎ウイルス検査の受検を促進するとともに、精密検査や治療費の助成な

どを行っていく必要があります。   

○ 医療機関への受診を継続していない陽性者や患者に対する専門医療機関への受診・
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受療の促進を図るとともに、ウイルス性肝炎への理解を社会に広げ、患者等が不当 

な差別を受けることなく、社会において安心して暮らせる環境づくりを行っていく 

必要があります。 

 

 ウ 施策の方向と主な施策 

 （ウイルス検査の受検促進） 

○ ウイルス性肝炎に関する正しい知識や検査の必要性について普及啓発し、保健所

における肝炎ウイルス検査の受検を促進します。 

  

（ウイルス性肝炎の進行防止） 

○ ウイルス性肝炎の精密検査や治療費の助成を引き続き行い、早期治療に結びつけ

ます。   

  

（肝炎患者の相談への対応） 

○ ウイルス性肝炎に関する医療費助成など様々な相談に適切に対応し、慢性肝炎患

者の療養生活、地域生活を支援します。 

  ○ また、ウイルス性肝炎の患者や対策に関わる地域関係者の疾病に対する知識と支

援技術の向上のため、専門機関が実施する講習会や研修会についての情報提供を行

います。                               
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２ 難病医療対策                         

 

（１）現 状 

（難病の範囲） 

  ○ 難病対策については、昭和 47年に国が策定した「難病対策要綱」に基づき、「特

定疾患治療研究事業」による医療費の公費負担が実施され、難病の実態把握や治療

方法の開発、医療水準の向上、療養環境の改善などに一定の成果を挙げてきました。 

  ○  平成 27 年１月に「難病の患者に対する医療等に関する法律」（以下「難病法」と

いう）が施行され、医療費助成について公平かつ安定的な制度が確立されたほか、 

調査及び研究の推進、療養生活環境整備事業の実施、の３本柱による総合的な対策

が講じられています。 

  ○ 難病法では、「発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希

少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とするも

の」を難病としています。 

  ○ 難病のうち、患者数が本邦において一定の人数（人口の約 0.1％程度）に達せず、

客観的な診断基準（又はそれに準ずるもの）が確立しているものを「指定難病」と 

し医療費助成の対象としており、令和６年６月現在で 341疾病が指定されています。 

  ○ また、慢性疾病により長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な育成を図る

ため、「小児慢性特定疾患治療研究事業」が実施され、原則として 18歳未満の患者

に対する医療費の公費負担が行われてきましたが、平成 27 年１月の「児童福祉法

の一部を改正する法律」の施行に伴い、「小児慢性特定疾病医療支援」とされ、難

病法に基づく医療費助成と同様に公平かつ安定的な制度が確立されたほか、児童等

の自立促進を図るための事業の実施、調査及び研究の推進等の措置が講じられてお

り、令和６年６月現在で 788疾病が医療費助成の対象となっています。 

 

（指定難病患者の医療〔受給者数〕） 

  ○ 道は、指定難病の認定基準を満たしている患者に対し受給者証を交付し、難病（指

定難病）にかかる医療費の公費負担を行っています。 

  ○ 管内では、受給者数は令和６年３月末現在で 590人となっています。 

 

 指定難病（341疾病） 

        疾患群別受給者数（指定難病）（宗谷圏域各年度末現在） 

     

 

 

 

 

 

       

 

 

＊保健所調べ 

（特定疾患患者の医療〔受給者数〕） 

 ○ 北海道は、国が定めた特定疾患（特定疾患治療研究事業の対象疾病）に、道内の  

発生状況などを勘案し、道独自の条件に基づく医療費公費負担対象とする疾病を追  

加した「特定疾患治療研究事業」を実施しています。 

○ 管内では、受給者数は令和６年３月末現在で 32 人（うち道独自も８人）となって   

います。 

疾　患　群 主　な　疾　病　名 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

神経・筋疾患 球脊髄性筋萎縮症、重症筋無力症、脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く。） 152 149 144

代謝疾患 ライソゾーム病、ミトコンドリア病、全身性アミロイドーシス 2 2 2

染色体・遺伝子異常 ソトス症候群、１ｐ３６欠失症候群、オスラー病 0 0 0

免疫疾患 全身性エリテマトーデス、皮膚筋炎/多発性筋炎、ベーチェット病 111 116 113

循環器疾患 特発性拡張型心筋症、肥大型心筋症、ファロー四徴症 28 25 24

消化器疾患 原発生胆汁性胆管炎、クローン病、潰瘍性大腸炎 134 133 132

内分泌疾患 下垂体性ADH分泌異常症、下垂体性成長ホルモン分泌亢進症、下垂体前葉機能低下症 19 20 19

血液疾患 再生不良性貧血、特発性血小板性紫斑病、原発性免疫不全症候群 22 21 22

腎・泌尿器疾患 ＩｇＡ腎症、多発性嚢胞腎、一次性ネフローゼ症候群 33 34 37

呼吸器疾患 サルコイドーシス、特発性間質性肺炎、肺動脈性肺高血圧症 20 23 22

皮膚・結合組織疾患 天疱瘡、表皮水疱症、類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 36 36 35

骨・関節疾患 後縦靱帯骨化症、広範脊柱管狭窄症、特発性大腿骨頭壊死症 24 23 29

聴覚・平均機能疾患 クルーゾン症候群、鰓耳腎症候群、若年発症型両側性感音難聴 5 5 7

視覚疾患 網膜色素変性症、黄斑ジストロフィー、レーベル遺伝性視神経症 4 4 4
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 特定疾患治療研究事業の対象疾病   ※受給者数は宗谷圏域令和５年度末現在 

       【国が定める疾病（５疾病）】     

 

 

 

 

 

       【道が定める疾病①：国の指定となっていない疾病】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【道が定める疾病②：国の指定となった疾病（軽症者の既認定者）（１２疾病）】 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疾　病　名 Ｒ５

スモン 0

重症急性膵炎 0

難治性肝炎のうち劇症肝炎 0

プリオン病（ヒト由来乾燥硬膜移植によるクロイツフェルト・ヤコブ病に限る。） 0

重症多形滲出性紅斑（急性期） 0

Ｒ５

突発性難聴 2

難治性肝炎 肝硬変・ヘパトーム 0

遺伝性球状赤血球症

遺伝性楕円赤血球症

不安定ヘモグロビン症

サラセミア

Ｇ６ＰＤ欠乏症

ピルビン酸キナーゼ症候群

赤血球破砕症候群

その他の溶血性貧血

副腎性クッシング症候群・異所性ＡＣＴＨ症候群

原発性アルドステロン症

多嚢胞性卵巣症候群

精巣機能低下症

ステロイドホルモン
産生異常症

溶血性貧血

疾　病　名

0

6

疾病名 Ｒ５

シェーグレン症候群 13

自己免疫性溶血性貧血 3

発作性夜間ヘモグロビン症 0

アジソン病 0

先天性副腎皮質酵素欠損症 0

自己免疫性肝炎 3

原発性硬化性胆管炎 0

ウィルソン病 0

胆道閉鎖症 0

後縦靱帯骨化症 0

肥大型心筋症 4

特発性間質性肺炎 1
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（小児慢性特定疾病患者の医療〔受給者数〕） 

○ 小児慢性特定疾病医療支援を受け、医療費助成の認定基準を満たす 18 歳未満の患

者に対し受給者証を交付し公費負担を行っています。 

○ 管内では、受給者数は令和６年３月末現在で 31 人となっており、疾患群別では、

慢性消化器疾患や慢性心疾患の割合が多くなっています。 

    

 小児慢性特定疾病医療支援の対象疾病（788 疾病） 

      小児慢性特定疾病受給者数（宗谷圏域各年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊保健所調べ 

 

（難病医療の状況） 

 ○ 難病に指定される疾病の種類は多岐に亘り、その医学的専門性も非常に細分化さ 

れていることから専門医の数に限りがあり、管内でも道内各地同様に、それぞれの 

疾患に関する専門医の確保が難しい状況にあります。 

 ○ そのような中、管内では市立稚内病院ならびに中頓別町国民健康保険病院に神経 

内科外来、枝幸町国民健康保険病院にリウマチ（自己免疫疾患）外来が設けられ、  

専門的な診療が定期的に実施されているとともに、医療機関と地域支援者とのケー 

スカンファレンスが定期的に行われています。 

 

医療機関名 診療科目 開設状況 

市立稚内病院 

 

神経内科 

 

３日／月 

（第３週月曜日、第４水曜日午

後、第４木曜日午前） 

中頓別町国民健康保険病院 神経内科 １日／２ヶ月（午後） 

枝幸町国民健康保険病院 リウマチ科 １日／３ヶ月（金曜日） 

                                                   （令和６年７月現在） 

 

（在宅療養への支援） 

○ 宗谷圏域では、難病法に基づき平成 28 年度に「宗谷保健医療福祉圏域連携推進会

議難病対策専門部会（難病対策地域協議会）」を設置し、難病患者・家族が安心し   

て生活できるよう地域での療養支援体制の充実に取り組んでいます。 

○ 南宗谷地域（浜頓別町、中頓別町、枝幸町）では、中頓別町国民健康保険病院に   

神経内科外来（平成 18 年）、枝幸町国民健康保険病院にリウマチ・自己免疫疾患   

疾　患　群 主　な　疾　病　名 Ｒ５

悪性新生物 急性骨髄性白血病、神経芽腫、骨肉腫 5

慢性腎疾患 ＩｇＡ腎症、紫斑病腎炎、ネフローゼ症候群 1

慢性呼吸器疾患 慢性肺疾患、気管支喘息、気道狭窄 0

慢性心疾患 ファロー四徴症、三尖弁閉鎖症、心室中隔欠損症、完全型房室中隔欠損症 6

内分泌疾患 成長ホルモン分泌不全性低身長症、橋本病、卵巣形成不全、バセドウ病 4

膠原病 ベーチェット病、シェーグレン症候群、若年性特発性関節炎 1

糖尿病 １型糖尿病、２型糖尿病 1

先天性代謝異常 ウィルソン病、シトリン欠損症 1

血液疾患 免疫性血小板減少性紫斑病、血友病、再生不良性貧血 0

免疫疾患 慢性肉芽腫症 0

神経・筋疾患 もやもや病、ウエスト症候群、結節性硬化症 4

慢性消化器疾患 潰瘍性大腸炎、クローン病、先天性胆道拡張症、胆道閉鎖症 7

染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 マルファン症候群、ダウン症候群 0

皮膚疾患群 表皮水疱症、レックリングハウゼン病 0

骨系統疾患群 骨形成不全症、軟骨無形成症 0

脈管系疾患 リンパ管腫、クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群 1
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外来（平成 19 年）が開設されたことを契機に、平成 19 年度から３町の国民健康保  

険病院及び町保健福祉課、北海道難病連南宗谷支部、稚内保健所等の地域関係者が 

構成メンバーとなり、「南宗谷難病医療システム事業」が立ち上げられ、地域に   

おいて紹介状等を活用した地元かかりつけ医と専門医との連携や関係者等のコン 

サルテーションの実施、保健医療福祉関係者や患者家族のネットワークづくり、更 

に関係者あるいは家族の疾患の理解等を高めるための研修会ならびに医療講演会等

を開催することで、患者家族の在宅療養を支える地域づくりを進めています。 

○ 利礼地域（礼文町、利尻富士町、利尻町）では、難病に関する専門外来を開設す   

る医療機関はありませんが、道による難病患者在宅療養支援事業として年１回、神  

経難病患者を対象とした専門医や理学療法士等による訪問検診を行い、患者家族だ 

けでなく患者に関わる関係者に対して必要な医学的指導や在宅生活上の助言等を 

行っています。 

 

（２）課 題 

 ○ 難病については、これまで治療研究を始めとして、様々な施策が実施されてきまし

たが、依然として、難病患者やその家族は、治療のための医療費の負担や在宅療養の

ための身体的、精神的な負担が大きいことから、引き続き医療費の公費負担や地域に

おける在宅療養に係る支援施策の推進に努める必要があります。 

 ○ また、平成 27 年１月に施行された難病法に基づき、医療費助成や難病患者の地域で

の療養生活を支える難病対策を総合的に進めていく必要があります。 

 

（３）施策の方向性と主な施策 

 〇 難病治療に係る医療費負担の軽減を図るため、市町村や医療機関をはじめとする関

係機関・団体が互いに連携し、難病の診断を受けた患者家族に対する医療費公費負担

制度の周知の徹底を図ります。 

 〇 また、難病を発症した患者を適切に専門医療につなぐため、地域住民に対して難病

に関する正確な知識の普及啓発を行うだけでなく、日頃から住民の健康に関わる保健

福祉介護関係者に対して研修等を実施し、地域全体での難病に関する知識と理解の充

実を図ります。 

 

（難病医療体制の推進） 

  ○ 専門医の確保は他圏域と同様に難しい状況ですが、現在、管内の３つの医療機関

で実施されている専門医による外来診療及びケースカンファレンスを継続するとと

もに、道が実施する利礼地域での神経難病を中心とした難病訪問検診事業の継続な

らびに南宗谷地域での南宗谷難病医療システム事業の円滑な運営に引き続き取り組

んでいきます。 

 

（在宅療養への支援） 

  ○ 難病の患者・家族が安心して生活できるよう、引き続き、宗谷保健医療福祉圏域

連携推進会議難病対策専門部会（難病対策地域協議会）を開催し、在宅療養支援の

充実に努めます。 

また、市町村ならびに地域の関係機関が実施する在宅療養への支援施策について

患者・家族に適切に情報が伝わるよう、関係機関の連携体制の強化を図ります。 

  〇 在宅療養を行う患者・家族が抱える問題に迅速に対応するため、地域支援者に対

し、難病施策に関する情報発信及び研修会等の周知を行い、資質向上を図ります。 

  ○ 保健所における相談支援を継続するとともに、難病患者やその家族の障害者総合

支援法に基づく障害福祉サービス等が円滑に患者家族に提供されるよう、市町村と

連携し、保健所の相談窓口などにおいて制度の周知を図ります。 

○ また、地域の患者家族会の活動等に対して、患者・家族同士の繋がりや疾病に対

する理解が深まり、更に活動等を通じて地域に散在する患者家族間の交流が促進さ

れるよう支援していきます。 
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３ 歯科保健医療対策 

 

（１）地域歯科保健医療 

 ア 現 状                                       

   ○ 当地域の歯科医師数は、令和２年現在、29人となっています。 

    全道における歯科医師数は、人口 10 万人当たりでは 84.6 人であり、全国の 85.2

人を下回っている状況です。当地域は、46.7人と 21圏域の中では、中標津圏域、渡

島圏域に次いで３番目に少ない状況にあります。 

  ○ 当地域の歯科衛生士数は、令和２年末現在 28人となっています。 

      全道における歯科衛生士数は、人口 10万人当たりでは 125人であり、全国の 113.2

人を上回っている状況ですが、当地域は 45.1 人と 21 圏域の中で１番少ない状況に

あります。 

   ○ 当地域の歯科診療所数は、令和２年現在 27施設となっています。 

     全道における歯科診療所数は、人口 10万人当たりでは 54.4施設であり、全国の

54.1 施設を若干上回っている状況ですが、当地域は 44.3 施設と全道平均より少な

い状況にあります。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※歯科医師数：医師･歯科医師･薬剤師調査（厚生労働省）より 

※歯科衛生数：衛生行政報告（厚生労働省）及び歯科衛生士法に基づく業務従事届出数より 

※歯科診療所数：北海道保健統計年報（北海道）より 

 

 

   ○ 当地域における乳幼児の歯・口腔の状態については、令和３年度１歳６か月及び

３歳児歯科健康診査結果において、１歳６か月児は、全道 1.2％と同率になりまし

たが、３歳児は、全道 10.3％に対し、当地域 12.0％となっており、全道平均を上回

っています。 

    ○ 道内の、成人の歯・口腔の健康状態については、「8020（ハチマルニイマル）運動」

の目標である 80歳で 20本以上の歯がある人の割合が 44.9％ ※1 となっており、全

国平均の 51.6％を大きく下回っている状況にあります。 

※１ 令和４年度（2022 年度）成人歯科保健に係る道民歯科保健実態調査 集計結果 

   ○ 当地域では、乳幼児期や学齢期において、母子保健法や学校保健法に基づく歯科

健診を始めとする様々な歯科保健対策が行われています。また成人期・高齢期を対

象とする事業については、成人期で８市町村、高齢期で７市町村行われています。 
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【１歳６ヶ月児の歯科疾患の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【３歳児の歯科疾患の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省）より 

※北海道の値には、保健所設置市を含む 

 

 

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 

全国 
むし歯有病者率（％） 1.8 1.8 1.5 1.3 1.2 1.0 1.1 0.8 

一人平均むし歯本数（本） 0.05 0.05 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 0.02 

全道 
むし歯有病者率（％） 2.7 2.4 2.2 1.9 1.8 1.4 1.5 1.2 

一人平均むし歯本数（本） 0.08 0.07 0.07 0.06 0.05 0.04 0.04 0.03 

宗谷 
むし歯有病者率（％） 3.8 2.5 2.2 2.2 1.9 0.8 1.1 1.2 

一人平均むし歯本数（本） 0.15 0.08 0.07 0.05 0.05 0.03 0.04 0.04 

 

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 

全国 
むし歯有病者率（％） 17.7 17.0 15.8 14.4 13.2 11.9 11.8 10.2 

一人平均むし歯本数（本） 0.62 0.58 0.54 0.49 0.44 0.39 0.39 0.33 

全道 
むし歯有病者率（％） 19.4 18.3 17.1 16.0 14.3 12.8 11.9 10.3 

一人平均むし歯本数（本） 0.73 0.71 0.65 0.62 0.51 0.47 0.42 0.37 

宗谷 
むし歯有病者率（％） 26.7 23.3 20.6 20.9 16.8 11.0 13.2 12.0 

一人平均むし歯本数（本） 1.34 1.07 0.88 0.73 0.56 0.43 0.51 0.52 
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 イ 課 題 

  ○ 当地域の３歳児は、むし歯の罹患率が全国･全道と比較して高くなっているため、

むし歯の早期発見・早期治療とともに、効果的な歯科保健対策の展開  が求めら

れています。 

   ○ 当地域における歯・口腔の健康状態は全国平均を下回っており、また、歯科保健

医療従事者や歯科医療機関が少ないという現状においては、地域住民の歯科疾患の

予防と歯・口の健康づくりに、より一層取り組む必要があります。 

  ○ 住み慣れた地域において、生涯を通じた歯科保健対策の充実が求められており、    

特に成人期以降における対策の充実が必要です。 

 

 ウ 施策の方向と主な施策 

   ○ 市町村が実施する歯科健診や歯科保健指導等のむし歯予防対策、歯科健康教育等

がさらに進められるよう、専門的、技術的な支援を行います。 

   ○ 永久歯のむし歯予防対策として保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進しま

す。 

   ○ 成人期の取組みとして、歯周疾患検診及び歯周病予防のための健康教育・相談等

の推進を図るとともに、かかりつけ歯科医への定期的な歯科健診の勧奨など歯の健

康づくりに関する普及啓発に努めます。 

  ○ 低栄養と誤嚥性肺炎の予防のため、高齢者に対する専門的口腔ケア提供体制の整

備を推進します。 

   ○ オーラルフレイルは、早期の対応により健康な状態に近づくことができること    

から、高齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科健診を受けるよう普及啓発を行い    

ます。 

   ○ 生涯を通じた歯科保健対策の充実を図るため、市町村、保育所、学校、職域施設

等が効果的な事業を展開できるよう、歯科医師会等の関係団体と連携しながら、歯

の健康づくりを推進します。 

 

（２）障がい者・要介護高齢者の歯科保健医療 

 ア 現 状 

○ 障がいのある人のかかりつけ歯科医を育成、指定する「北海道障がい者歯科医    

療協力医制度」による協力医は、当地域で令和６年８月現在３人が指定されてい    

ます。 

  ○ 全身管理を伴う障がい者歯科診療を担う「北海道障がい者歯科医療協力医サポー

ト医療機関」は、第三次道北圏域の旭川市及び名寄市内にある６施設となっていま

す。 

  ○ 当地域には全身管理を伴う障がい者が入院加療のできる病院歯科はありません。 

  

 イ 課 題 

  ○ 当地域においては、「北海道障がい者歯科医療協力医」のいる市町村は３市町村

ありますが、今後も、協力医の確保と資質の向上が必要です。 

  ○ 在宅療養者、施設入所者、入院患者等の歯科医療の状況について、現状を把握し、

難病患者等の全身管理を伴う障がい者や要介護高齢者（以下「障がい者等」という）

への適切な歯科医療を確保する必要があります。 

  ○ 道北圏域における「北海道障がい者歯科医療協力医サポート医療機関」の所在地

は旭川市となっていますが、広大な管内面積を考慮すると、移動に要する時間や手

段等、患者や家族にとって大きな負担となっていることから、歯科疾患の予防や早

期発見・治療等、早い段階での定期的管理が求められています。 

  ○ 障がい者等は、歯科医療機関への受診が困難であることから、第三次医療圏ご    

とに整備されている歯科保健センターへと繋げるために、医科歯科連携を促進す    

る必要があります。 

   ○ 障がい者等は、感染に対する抵抗力が弱い他、摂食嚥下障害を伴う場合も多く    
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みられることから、歯科疾患の予防だけでなく誤嚥性肺炎の予防や口腔機能の維    

持又は回復を含めた口腔ケアの普及・啓発が必要です。 

 

 ウ 施策の方向と主な施策 

  ○ 障がい者歯科医療協力医制度について普及啓発を推進し、協力医の確保と資質    

の向上に努めます。 

  ○ 歯科医師会と連携し、北海道障がい者歯科医療協力医制度や歯科保健センター    

により障がい者歯科保健医療の確保を図るとともに、障がい者関連施設や在宅障    

がい者の歯科保健を推進します。 

   ○ 通常の歯科治療を受けることが困難な難病患者、心身障がい児（者）等に対し、    

歯科疾患の予防、健診、相談及び歯科医療機関受診のための適切な支援を行い、    

口腔保健の向上を図ります。 

   ○ 障がい者等の歯科保健や口腔機能の維持・向上のため、介護関係職種等を対象    

に口腔ケアを普及し、ＱＯＬの向上に努めます。 

   ○ 障がい者等の歯科治療のために必要な医療情報や外科・内科治療をより効果的    

にする口腔ケアに関わる支援など、医科歯科連携の促進に努めます。  

 

（３）へき地における歯科医療 

 ア 現 状 

   ○ 当地域では、令和６年４月現在無歯科市町村はありません。 

 

 イ 課 題 

   ○ 無歯科医地区はありませんが、歯科医師の人数や高齢化の問題がある事から、将

来的に歯科医療を受ける機会を確保することが求められています。 

  

  ウ 施策の方向と主な施策 

   ○ 歯科医療を受ける機会の確保に努めます。 

 

（４）高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

 ア 現 状 

   ○ 道内では、口腔悪性腫瘍患者や全身疾患等を有する患者への歯科医療など、高度

な歯科医療に対応する歯科口腔外科を標ぼうする病院（以下「病院歯科」という。）

は、令和６年８月末現在 21 医療圏中 12 圏域 49 施設となっていますが、当地域に

は病院歯科はなく、高次医療機関のある名寄市や旭川市などに通院する必要があり、

患者や家族にとって大きな負担となっています。 

  ○ 当地域の休日救急歯科医療については、令和６年８月現在、実施されていません。 

 

 イ 課 題 

   ○ 近隣圏域の病院歯科所在地は名寄市、旭川市であり通院する患者や家族にとって

大きな負担となっていることから、地元歯科診療所との病診連携の強化や高次医療

機関についての情報提供など患者や家族の負担を軽減する必要があります。 

   ○ 休日における救急歯科医療の確保や休日救急歯科医療機関の情報提供が今後も

必要です。 

 

 ウ 施策の方向と主な施策 

   ○ 病診連携・高次医療機関に関する情報提供に努めます。 

   ○ 休日救急歯科医療の確保を図るとともに、「北海道救急医療・広域災害情報シス

テム」を活用した休日救急歯科医療機関の情報提供を行います。 
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第４ 医師など医療従事者の確保 

 

１ 医 師 

  

（１）現 状  

  ○ 道内の医療施設従事医師数は年々増加しており、令和２年 12 月末現在では、１万

3,129となっています。 

 ○ 人口 10 万人当たりの医療従事者医師数では、平成１２年に初めて全国平均を上回   

りましたが、平成２２年から再び全国平均を下回り、令和２年現在では 251.3人（全   

国 256．6人）となっています。 

   また、第二次医療圏別では、全国平均を上回っているのは、上川中部及び札幌圏域   

のみであり、地域偏在が顕著となっています。 

 ○ 一方、当地域での医療施設従事医師数は、令和２年現在、63 人で、人口 10 万人当

たり（令和２年現在）では、101.4人と全道でも特に低い地域となっています。 

○ 地域の医療機関では、医師の確保が困難などの理由により有床診療所化した病院が

あるほか、常勤医師が不在のため、他圏域の医療機関からの医師派遣によって対応し

ている診療科があるなど、当地域の医師不足は深刻な状況となっています。 

 ○ 道では、医師の確保が困難な地域の自治体病院等に対し、医育大学からの医師派遣   

や地域枠医師の配置など、地域偏在を解消するため様々な対策を行っており、当地域   

においても、医育大学からの派遣医師や自治医科大学卒業医師、地域枠医師が配置さ   

れています。 

 ○ 当地域では、医師の確保をはじめ、地域の医療を守るための様々な取組を行ってお   

り、稚内市では、新たに開業する診療所に対して、施設設備整備などの助成を行って   

いるほか、市内の医療機関や民間団体等による「地域医療を考える稚内市民会議」が   

設立され、地域が一体となって地域医療の充実に取り組んでいます。 

 ○ また、他の自治体においても、医学生への修学資金の貸付や青少年を対象とした医   

療体験学習会の開催など地域の医師確保に取り組んでいます。 

 

【医療施設従事医師数の推移】 

 

 

 

 

【人口 10 万人当たり医療従事医師数の推移(平成 10 年～令和２年)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  Ｈ12 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ 

北海道 10,921 11,830 12,019 12,262 12,431 12,755 12,848 13,129 

全 国 243,201 271,897 280,431 288,850 296,845 304,759 311,963 323,700 

 

  Ｈ12 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ 

北海道 192.2 213.7 218.3 224.6 230.2 238.3 243.1 251.3 

全 国 191.6 212.9 219.0 226.5 233.6 240.1 246.7 256.6 
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      ＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

【人口 10 万対医療施設従事医師数（第二次医療圏別）】         （令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

（２）課 題  

 ○ 医師不足が深刻化している状況にあることから、地域に必要な医師の確保が必要で   

す。 

 ○ 医師の確保を図るため、「働きやすい職場づくり」や「働きがいのある職場づくり」   

に向け、医師の負担軽減など勤務環境の改善に取り組む必要があります。 

 

（３）施策の方向と主な施策 

 ○ 医育大学の地域医療支援センターからの医師派遣や自治医科大学卒業医師、地域枠   

医師の配置について、地域の実情を踏まえた配置となるよう、関係機関に対し、引き   

続き強く働きかけます。 

 ○ 道外等からの医師の招へいに向け、地域からの情報発信を積極的に行います。 

 ○ 「地方・地域センター機能強化事業費補助金」等を活用しながら、地域センター病   

院（市立稚内病院）の機能強化を図るとともに、地域の医療機関に対する代替医師や   

診療協力のための医師派遣を促進します。 

 ○ 各自治体による医学生に対する修学資金の貸付を引き続き行い、地域の医師確保に   
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努めます。 

 ○ 青少年を対象とした医療体験学習会等を開催するなど、将来、地域医療を担う人材   

の育成を推進します。 

 ○ 医療機関の求めに応じ、北海道勤務環境改善支援センター等を活用しながら、医師   

の負担軽減など勤務環境の改善を推進します。 
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２ 看護職員 

 

（１）現 状  

 〇 当地域の看護職員の就業者数は、令和４年 12月末現在で、723 人となっており、年々

減少傾向にあります。また、常勤換算では 680.5 人となっています。職種別就業者数

で見ると、看護師にあっては、平成 18 年度より、増加傾向となっていましたが、令和

２年より減少傾向、保健師、助産師にあっては、横ばい傾向、准看護師にあっては、  

減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 当地域の人口 10万人当たりの就業者数（常勤換算）は、全道 21の第二次医療圏域 

で４番目に少なく、保健師は全道平均及び全国平均を上回っていますが、助産師、看  

護師、准看護師は全道平均及び全国平均を下回っています。 

 

【人口 10 万対看護職員就業状況（常勤換算）［全道、全国との比較］】令和４年 12 月末現在（単位：人） 

      

 

 

＊ 北海道保健福祉部「看護師等業務従事者届」 

 

【人口 10 万対看護職員就業状況（常勤換算）［第二次医療圏別］】  令和４年 12 月末現在（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

  

＊ 北海道保健福祉部「看護師等業務従事者届」 

 

〇 当地域の病院 100 床当たりの看護職員数（常勤換算）は、62.7 人と全国平均 63.9

人とほぼ変わらない状況となっています。 
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    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 厚生労働省「医療施設調査」（令和２年） 

〇 当地域の看護職員の就業場所を職種ごとに見ると、保健師は、都道府県・市町村・  

保健所（95.3％）、助産師は病院・診療所（84.6％）が最も多い状況となっておりま   

す。 

また、看護師は、病院・診療所（84.0％）が最も多く、次いで介護保険施設（7.5％）、

訪問看護ステーション（4.0％）となっており、准看護師は、病院・診療所（63.1％）  

に次いで介護保険施設（22.5％）の割合が多くなっています。 

 

【看護職員就業場所（資格別割合）】            令和２年 12月末現在 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

＊北海道保健福祉部「北海道保健統計年報」 

 

○ 道内における看護職員の養成定員は、看護師３年課程及び大学の定員が増加し、看  

護師２年課程・准看護師課程が減少している状況です。 

当地域において看護師の養成を行っている北海道稚内高等学校は、年々入学者が減  

少傾向にあり、令和６年度の入学者数は 14 名と定員 40 名を下回っています。また、   

道外を含む都市部への就職を希望する学生が増加しており、当地域の医療機関への就  

職者数は減少しています。 

○ 当地域では、保健師については、毎年、当地域への新規採用職員の採用があり、助  

産師については、当地域唯一の産科医療機関である市立稚内病院において、他地域の 

医療機関より助産師の出向を受け入れています。 

57.5

33.7

47.8

60.1
53

48.2

31.7
39.3

47.1

58.2

47

67.2
63.4

49.4
46.8

62.7
63.6

46.3

63.5
63.2

57.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

南
渡
島

南
檜
山

北
渡
島
檜
山

札
幌

後
志

南
空
知

中
空
知

北
空
知

西
胆
振

東
胆
振

日
高

上
川
中
部

上
川
北
部

富
良
野

留
萌

宗
谷

北
網

遠
紋

十
勝

釧
路

根
室

北 海 道 

58.5  

全 国 

63.9 

71.5
84.6 84.0

63.1

3.1

1.2

4.0
8.8

7.5

22.5

11.9

95.3

15.4 0.6
3.6

4.8 3.5 3.9 10.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

合計754人 保健師85人 助産師13人 看護師545人 准看護師111人

病院・診療所 訪問看護ステーション
介護保険施設 都道府県・市町村・保健所
その他



94 

 

また、各自治体においては、看護職員の確保のため、修学資金の貸付、看護師養成  

所への訪問説明会や学生実習の積極的な受け入れ等を実施し、看護職員の安定的な確 

保に努めています。 

○ 各医療機関では、特定行為研修修了者＊１、専門看護師＊２及び認定看護師＊３など専

門性の高い看護師の養成の取組みを進めています。 

 

＊１ 特定行為研修修了者：医師又は歯科医師が作成する文書に基づいて診療の補助（特定行為）を行う場合に必要

とされる高度で専門的な知識・技能を身につけるための研修を修了した者。 

＊２ 専門看護師：看護師として５年以上の実践経験を持ち、看護系の大学院で修士課程を修了して必要な単位を取

得した後に、専門看護師認定審査に合格することで取得できる資格を持った看護師。 

＊３ 認定看護師：看護師として５年以上の実践経験を持ち、日本看護協会が定める 600 時間以上の認定看護師教

育を修め、認定看護師認定審査に合格することで取得できる資格を持った看護師。 

 

（現状のまとめ） 

〇 当地域の看護職員は減少傾向にあり、人口 10万人対就業看護職員数は全道平均・  

全国平均を下回っています。 

〇 療養の場が多様化し、地域包括ケアが推進される中で、在宅や介護領域での看護 

職の需要が高まっているほか、新興感染症に備えた特定行為研修修了者、専門看護 

師や認定看護師などの専門性の高い看護師の養成確保が求められています。 

◯ 当地域において看護師を養成している北海道稚内高等学校の入学者数及び卒業 

後、当地域への就職を希望する学生が減少しており、看護職の活動の場が広がる中 

で、看護職員が不足する一因となっています。 

○ 地域の看護職員を確保するため、各自治体、医療機関等においては、様々な取組   

を積極的に行っています。 
 

（２）課 題  

 ○ 少子化の影響により、看護学生の減少も一定程度予想されますが、看護職志望者や

多様な人材の確保に努めて、養成数を維持し、当地域で就業する看護職員を養成・確

保していくことが必要です。 

 ○ 看護職員としての業務従事者数が減少しており、潜在看護師等が一定数存在すると

考えられます。このため、離職時等の届出制度を有効に活用した復職支援等、再就業

に向けた取組の推進が必要です。 

○ 在宅や介護領域での看護ニーズが高まっている中、在宅医療の推進や新興感染症等 
の感染拡大時に迅速かつ的確な対応などに向け、専門性の高い看護師の養成・確保を 
含む看護師の資質向上の推進や領域別（就業場所別）偏在の解消に向けた取組が必要で
す。 

  

（３）施策の方向と主な施策  

看護職員の安定的な確保に向けて、これまで取り組んできた「新規養成」「就業定  

着」「再就業促進」「人材育成」を一層推進し、期待される場所で期待される役割を   

果たす人材の育成を目指します。 

 

（新規養成に向けた取組）  

  〇 少子化が進行する中、小中学生や高校生が将来、看護職を志望する動機となるよ

う看護の魅力ややりがいを知る「ふれあい看護体験」は看護協会が実施しているこ

とから、看護協会と連携し、より効果的な啓発活動について検討します。 

  〇 学業に安心して専念できるよう、一定の条件の下、当地域で従事することを志す

看護学生に対し、各自治体や各関係団体が修学資金の貸付けを実施していることか
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ら、その周知に努めます。 

  〇 看護基礎教育の充実に向けて、看護職員養成所との連携を引き続き図っていきま

す。 

 

（就業定着に向けた取組）  

  〇 新人看護職員の早期離職を防ぐため、新人看護職員を対象とした研修を実施する

医療機関や訪問看護ステーション等の取組を支援します。  

 

（再就業促進に向けた取組） 

  〇 北海道ナースセンター及び支所において、「ナースバンク事業」＊４の普及啓発に

よる潜在看護職員の掘り起こしを行うとともに、離職時の届出制度を有効に活用し、

求職・求人情報の提供や就業相談、実技演習やｅラーニングを活用した研修など再

就業に向けた支援を実施していることから、求職者に対する職業紹介や就業に関す

る相談、地域や領域における課題の共有など、北海道ナースセンター及び支所との

連携を強化し、効果的な取組みを検討します。  

 

※４ ナースバンク事業： 厚生労働大臣の許可を受けた無料職業紹介所で、就職先を探す看護職と看護職員を雇用したい施

設に登録録してもらい、職業紹介を行うほか復職支援研修や就業相談など再就業の支援を行う事業で、看護の有資格者

が相談に対応する。道が指定した北海道ナースセンターで実施し、本所（札幌）ほか５支所（函館、旭川、帯広、釧路、

北見）がある。 

 

（人材育成の取組） 

  ○ 看護実践能力の向上と、地域住民への安全・安心な医療を確保するため、医療機

関等における人材育成の体制整備を推進します。 

  ○ 地域包括ケアシステムの構築や在宅療の推進に向け、看護管理者等の指導力強化

や、医療、介護、行政など様々な分野で働く看護職の連携推進を図るための研修等

の実施に努めます。 

  ○ 在宅医療の推進のほか、新興感染症等の感染症拡大時に迅速かつ的確に対応でき

る専門性の高い看護師の養成・確保が重要であるため、在宅看護や感染管理などの

専門性の高い看護師をはじめ、特定行為研修等の修了者の養成・確保に向け、各医

療機関等、関係団体の取組みを推進します。 

  ○ 保健師・助産師・看護師それぞれの職能に期待される役割や専門性を発揮できる

よう、保健師は、地域包括ケアシステムの構築に向けた地区診断力や企画調整力の

向上、助産師は周産期医療を担う助産実践能力の向上、看護師は医療の高度化に伴

う専門分野の看護技術の向上に向けた研修等を行い、人材育成を推進します。 

 

（地域での就業促進） 

  ○ 地域の病院等における看護職員の不足を一時的に解消するため、各医療機関では、

「地域応援ナース」の活用※５や助産師等を派遣・出向させていることから、派遣さ

れた看護職員が地域医療への理解を深め専門性を活かした多様な働き方ができるよ

う各医療機関の取組みを支援します。 

○ 地域の実情や課題に応じた看護職員の確保対策を展開するため、保健所が中心と

なり、看護管理者等との連携を推進するとともに、専門性の高い看護師が、期待さ

れる役割を発揮できるよう地域におけるネットワークづくりを推進します。 

 

     ※５ 地域応援ナース：豊富な経験を持つ離職した看護職員を、都市部から看護職員が不足する地域の医療機関等へ短期間

派遣する仕組み 
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第５ 地域推進方針の進行管理 

 

     本推進方針を効果的かつ着実に推進するためには、各施策等の進捗状況や数値目 

標の達成状況の評価を「宗谷医療福祉圏域連携推進会議」において毎年度行い、評 

価結果に基づき必要があると認めるときは、推進方針の見直し等について検討しま 

       す。 

 

 


